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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

 
平成28年度第１四半期
連結累計期間

平成29年度第１四半期
連結累計期間

平成28年度

 
(自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日)

(自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日)

(自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日)

経常収益 百万円 5,822 5,634 23,953

経常利益 百万円 829 600 4,301

親会社株主に帰属する
四半期純利益

百万円 559 400 ―

親会社株主に帰属する
当期純利益

百万円 ― ― 2,724

四半期包括利益 百万円 △535 841 ―

包括利益 百万円 ― ― △915

純資産額 百万円 70,454 70,438 69,854

総資産額 百万円 1,490,187 1,459,952 1,444,000

１株当たり四半期純利益金額 円 65.39 46.87 ―

１株当たり当期純利益金額 円 ― ― 318.48

潜在株式調整後
１株当たり四半期純利益金額

円 65.08 46.57 ―

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

円 ― ― 316.61

自己資本比率 ％ 4.7 4.8 4.8
 

　

(注)１．当行及び連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２．自己資本比率は、（（四半期）期末純資産の部合計－（四半期）期末新株予約権）を（四半期）期末資産の

部の合計で除して算出しております。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当行グループ（当行及び当行の関係会社）が営む事業の内容については、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社についても、異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した当行グループ（当行及び連結子会

社）の事業等のリスクについて、重要な変更はありません。また、新たに発生した事業等のリスクに係る事項はあり

ません。

２ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

業績の状況

①経営成績

　当第１四半期連結累計期間（平成29年４月１日～平成29年６月30日）の経常収益は、貸出金利回りの低下などに

よる貸出金利息の減少に加え、債券の償還などに伴う有価証券利息配当金の減少により資金運用収益が減少したこ

となどから、前第１四半期連結累計期間比188百万円減少して5,634百万円となりました。

　経常費用は、役務取引等費用や営業経費が増加したことなどにより、前第１四半期連結累計期間比41百万円増加

して5,034百万円となりました。

　この結果、経常利益は前第１四半期連結累計期間比229百万円減少の600百万円、親会社株主に帰属する四半期純

利益は前第１四半期連結累計期間比159百万円減少の400百万円となりました。

　セグメント毎の損益状況につきましては、「銀行業」の経常収益が資金運用収益の減少などにより前第１四半期

連結累計期間比181百万円減少して4,995百万円、セグメント利益である経常利益が経常収益の減少などにより前第

１四半期連結累計期間比238百万円減少して531百万円となりました。「リース業」の経常収益が受託業務手数料の

減少などにより前第１四半期連結累計期間比40百万円減少して617百万円、セグメント利益である経常利益が営業経

費の減少などにより前第１四半期連結累計期間比10百万円増加して40百万円となりました。「その他」の経常収益

が保証料収入の増加などにより前第１四半期連結累計期間比44百万円増加して152百万円、セグメント利益である経

常利益が貸倒引当金繰入額の増加などにより前第１四半期連結累計期間比25百万円減少して９百万円となりまし

た。

②財政状態

　預金残高（譲渡性預金含む）は、個人預金及び公金・金融機関預金が増加したことなどから、前連結会計年度末

比166億円増加して1兆3,676億円となりました。

　貸出金残高は、個人ローンが増加したことなどから、前連結会計年度末比４億円増加して、8,675億円となりまし

た。　

　有価証券残高については、国内外の投資環境や市場動向に留意した取り組みの結果、前連結会計年度末比19億円

減少して4,228億円となりました。
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国内・国際業務部門別収支

当第１四半期連結累計期間における資金運用収支は貸出金利息及び有価証券利息配当金が減少したことなどか

ら前第１四半期連結累計期間比38百万円減少して4,054百万円、役務取引等収支は役務取引等費用が増加したこと

などから前第１四半期連結累計期間比61百万円減少して19百万円、その他業務収支は国債等債券売却損の増加な

どにより前第１四半期連結累計期間比72百万円減少して７百万円となりました。

国内業務部門の資金運用収支は前第１四半期連結累計期間比１百万円増加して4,029百万円、役務取引等収支は

前第１四半期連結累計期間比60百万円減少して18百万円、その他業務収支は前第１四半期連結累計期間比75百万

円減少し△０百万円となりました。

国際業務部門の資金運用収支は前第１四半期連結累計期間比40百万円減少して24百万円、役務取引等収支は前

第１四半期連結累計期間比変わらず１百万円、その他業務収支は前第１四半期連結累計期間比４百万円増加して

７百万円となりました。

 

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

資金運用収支
前第１四半期連結累計期間 4,028 64 4,092

当第１四半期連結累計期間 4,029 24 4,054

　うち資金運用収益
前第１四半期連結累計期間 4,174 71

6
4,240

当第１四半期連結累計期間 4,133 29
2

4,160

　うち資金調達費用
前第１四半期連結累計期間 145 7

6
147

当第１四半期連結累計期間 103 5
2
106

役務取引等収支
前第１四半期連結累計期間 78 1 80

当第１四半期連結累計期間 18 1 19

　うち役務取引等収益
前第１四半期連結累計期間 617 2 619

当第１四半期連結累計期間 606 2 608

　うち役務取引等費用
前第１四半期連結累計期間 538 0 539

当第１四半期連結累計期間 588 1 589

その他業務収支
前第１四半期連結累計期間 75 3 79

当第１四半期連結累計期間 △0 7 7

　うちその他業務収益
前第１四半期連結累計期間 633 3 637

当第１四半期連結累計期間 638 7 645

　うちその他業務費用
前第１四半期連結累計期間 557 ― 557

当第１四半期連結累計期間 638 ― 638
 

　

(注)１．国内業務部門は当行及び連結子会社の円建取引、国際業務部門は当行の外貨建取引であります。ただし、円

建対非居住者取引は国際業務部門に含めております。

２．資金運用収益及び資金調達費用の合計欄の上段の計数は、国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の利

息であります。

３．資金調達費用は金銭の信託運用見合費用（前第１四半期連結累計期間０百万円、当第１四半期連結累計期間

０百万円）を控除して表示しております。
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国内・国際業務部門別役務取引の状況

当第１四半期連結累計期間における役務取引等収益は、保険窓販業務に係る受入手数料の減少などにより、前

第１四半期連結累計期間比11百万円減少して608百万円となりました。また、役務取引等費用はローン保証料等の

増加などにより、前第１四半期連結累計期間比50百万円増加して589百万円となりました。

 

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

役務取引等収益
前第１四半期連結累計期間 617 2 619

当第１四半期連結累計期間 606 2 608

　うち預金・貸出業務
前第１四半期連結累計期間 153 ― 153

当第１四半期連結累計期間 164 ― 164

　うち為替業務
前第１四半期連結累計期間 206 2 208

当第１四半期連結累計期間 203 2 205

　うち証券関連業務
前第１四半期連結累計期間 0 ― 0

当第１四半期連結累計期間 0 ― 0

　うち代理業務
前第１四半期連結累計期間 21 ― 21

当第１四半期連結累計期間 18 ― 18

　うち保護預り・貸金庫
　業務

前第１四半期連結累計期間 21 ― 21

当第１四半期連結累計期間 21 ― 21

　うち保証業務
前第１四半期連結累計期間 2 ― 2

当第１四半期連結累計期間 2 ― 2

　うち投資信託取扱業務
前第１四半期連結累計期間 65 ― 65

当第１四半期連結累計期間 65 ― 65

　うち保険窓販業務
前第１四半期連結累計期間 50 ― 50

当第１四半期連結累計期間 39 ― 39

役務取引等費用
前第１四半期連結累計期間 538 0 539

当第１四半期連結累計期間 588 1 589

　うち為替業務
前第１四半期連結累計期間 36 0 37

当第１四半期連結累計期間 35 1 36

　うちローン保証料等
前第１四半期連結累計期間 444 ― 444

当第１四半期連結累計期間 473 ― 473
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国内・国際業務部門別預金残高の状況

○　預金の種類別残高(末残)

 

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

預金合計
前第１四半期連結会計期間 1,390,954 2,950 1,393,904

当第１四半期連結会計期間 1,361,536 3,092 1,364,628

　うち流動性預金
前第１四半期連結会計期間 638,250 ― 638,250

当第１四半期連結会計期間 670,712 ― 670,712

　うち定期性預金
前第１四半期連結会計期間 748,953 ― 748,953

当第１四半期連結会計期間 687,175 ― 687,175

　うちその他
前第１四半期連結会計期間 3,749 2,950 6,700

当第１四半期連結会計期間 3,648 3,092 6,741

譲渡性預金
前第１四半期連結会計期間 3,000 ― 3,000

当第１四半期連結会計期間 3,000 ― 3,000

総合計
前第１四半期連結会計期間 1,393,954 2,950 1,396,904

当第１四半期連結会計期間 1,364,536 3,092 1,367,628
 

　

(注) １．流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金

２．定期性預金＝定期預金＋定期積金

　
国内・国際業務部門別貸出金残高の状況

○　業種別貸出状況(末残・構成比)

　

業種別
前第１四半期連結会計期間 当第１四半期連結会計期間

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)

国内
(除く特別国際金融取引勘定分)

862,757 100.00 867,511 100.00

　製造業 45,355 5.26 43,241 4.98

　農業、林業 820 0.10 934 0.11

　漁業 949 0.11 917 0.11

　鉱業、採石業、砂利採取業 41 0.00 43 0.01

　建設業 25,549 2.96 25,631 2.96

　電気・ガス・熱供給・水道業 16,109 1.87 16,792 1.94

　情報通信業 2,025 0.23 2,891 0.33

　運輸業、郵便業 22,570 2.62 19,271 2.22

　卸売業、小売業 60,949 7.06 58,416 6.73

　金融業、保険業 51,165 5.93 61,269 7.06

　不動産業、物品賃貸業 77,303 8.96 77,773 8.97

　各種サービス業 111,756 12.95 110,642 12.75

　地方公共団体 114,057 13.22 107,761 12.42

　その他 334,101 38.73 341,925 39.41

海外及び特別国際金融取引勘定分 ― ― ― ―

　政府等 ― ― ― ―

　金融機関 ― ― ― ―

　その他 ― ― ― ―

合計 862,757 ― 867,511 ―
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 12,000,000

計 12,000,000
 

　
② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成29年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成29年８月10日)

上場金融商品取引
所名又は登録認可
金融商品取引業協
会名

内容

普通株式 8,793,776 8,793,776
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数は100株であります。
なお、完全議決権株式であり、権
利内容に何ら限定のない当行にお
ける標準となる株式であります。

計 8,793,776 8,793,776 ― ―
 

　
(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成29年６月30日 ─ 8,793 ─ 7,761 ─ 4,989
 

 
(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成29年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

① 【発行済株式】

平成29年３月31日現在
　

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

―

単元株式数は100株であります。
なお、権利内容に何ら限定のない当
行における標準となる株式でありま
す。普通株式 238,700

完全議決権株式(その他) 普通株式 8,485,900 84,859 同上

単元未満株式 普通株式 69,176 ― １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 8,793,776 ― ―

総株主の議決権 ― 84,859 ―
 

(注)１　上記の「完全議決権株式(その他)」の欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が100株含

まれております。また、「議決権の数」の欄に、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権が１個含まれてお

ります。

２　単元未満株式には当行所有の自己株式74株が含まれております。

② 【自己株式等】

平成29年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社　北日本銀行

岩手県盛岡市中央通
一丁目６番７号

238,700 ─ 238,700 2.71

計 ― 238,700 ─ 238,700 2.71
 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はございません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．当行の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しておりますが、資産及び負債の分類並びに収益及び費用の分類は、「銀行法施行規則」

（昭和57年大蔵省令第10号）に準拠しております。

 

２．当行は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（自平成29年４月１日　至平

成29年６月30日）及び第１四半期連結累計期間（自平成29年４月１日　至平成29年６月30日）に係る四半期連結財務

諸表について、北光監査法人の四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

資産の部   

 現金預け金 120,028 136,403

 コールローン及び買入手形 1,541 2,076

 買入金銭債権 357 449

 商品有価証券 137 141

 金銭の信託 573 573

 有価証券 424,809 422,877

 貸出金 ※1  867,099 ※1  867,511

 外国為替 413 539

 リース債権及びリース投資資産 6,210 6,153

 その他資産 8,152 9,289

 有形固定資産 16,791 16,703

 無形固定資産 1,054 1,025

 退職給付に係る資産 125 147

 繰延税金資産 777 584

 支払承諾見返 4,991 4,473

 貸倒引当金 △9,063 △8,996

 資産の部合計 1,444,000 1,459,952

負債の部   

 預金 1,341,949 1,364,628

 譲渡性預金 9,000 3,000

 借用金 633 570

 社債 3,000 3,000

 その他負債 9,817 9,383

 賞与引当金 342 88

 役員賞与引当金 20 -

 退職給付に係る負債 1,924 1,905

 役員退職慰労引当金 5 5

 睡眠預金払戻損失引当金 95 90

 ポイント引当金 9 10

 再評価に係る繰延税金負債 2,358 2,357

 支払承諾 4,991 4,473

 負債の部合計 1,374,146 1,389,513

純資産の部   

 資本金 7,761 7,761

 資本剰余金 4,989 4,989

 利益剰余金 46,472 46,619

 自己株式 △776 △776

 株主資本合計 58,446 58,593

 その他有価証券評価差額金 6,552 6,941

 土地再評価差額金 5,138 5,136

 退職給付に係る調整累計額 △418 △367

 その他の包括利益累計額合計 11,272 11,710

 新株予約権 135 135

 純資産の部合計 69,854 70,438

負債及び純資産の部合計 1,444,000 1,459,952
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年６月30日)

経常収益 5,822 5,634

 資金運用収益 4,240 4,160

  （うち貸出金利息） 3,146 3,116

  （うち有価証券利息配当金） 1,069 1,013

 役務取引等収益 619 608

 その他業務収益 637 645

 その他経常収益 ※1  326 ※1  219

経常費用 4,993 5,034

 資金調達費用 147 106

  （うち預金利息） 135 94

 役務取引等費用 539 589

 その他業務費用 557 638

 営業経費 3,548 3,569

 その他経常費用 ※2  200 ※2  130

経常利益 829 600

特別損失 5 7

 固定資産処分損 5 7

税金等調整前四半期純利益 823 593

法人税、住民税及び事業税 264 192

法人税等合計 264 192

四半期純利益 559 400

親会社株主に帰属する四半期純利益 559 400
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年６月30日)

四半期純利益 559 400

その他の包括利益 △1,095 440

 その他有価証券評価差額金 △1,149 389

 退職給付に係る調整額 54 51

四半期包括利益 △535 841

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 △535 841
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【注記事項】

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

当第１四半期連結累計期間（自平成29年４月１日　至平成29年６月30日）

税金費用の処理

当行及び連結子会社の税金費用は、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する

税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じることにより算定

しております。

（四半期連結貸借対照表関係）

※１．貸出金のうち、リスク管理債権は次のとおりであります。

　 前連結会計年度 当第１四半期連結会計期間

　 （平成29年３月31日） （平成29年６月30日）

破綻先債権額 333 百万円 280 百万円

延滞債権額 20,628 百万円 20,410 百万円

３ヵ月以上延滞債権額 88 百万円 263 百万円

貸出条件緩和債権額 76 百万円 74 百万円

合計額 21,126 百万円 21,028 百万円
 

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

（四半期連結損益計算書関係）

※１．その他経常収益には、次のものを含んでおります。

　 前第１四半期連結累計期間 当第１四半期連結累計期間

　 （自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日）

（自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日）

貸倒引当金戻入益 45 百万円 ― 百万円

償却債権取立益 110 百万円 20 百万円

株式等売却益 124 百万円 159 百万円
 

 

※２．その他経常費用には、次のものを含んでおります。

　 前第１四半期連結累計期間 当第１四半期連結累計期間

　 （自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日）

（自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日）

貸出金償却 18 百万円 3 百万円

貸倒引当金繰入額 ― 百万円 39 百万円
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

　 前第１四半期連結累計期間 当第１四半期連結累計期間

　 （自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日）

（自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日）

減価償却費 219 百万円 227 百万円
 

　
（株主資本等関係）

前第１四半期連結累計期間（自平成28年４月1日 至平成28年６月30日）

１．配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月24日
定時株主総会

普通株式 256 30 平成28年３月31日 平成28年６月27日
その他利益
剰余金

 

　
２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

当第１四半期連結累計期間（自平成29年４月1日 至平成29年６月30日）

１．配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月23日
定時株主総会

普通株式 256 30 平成29年３月31日 平成29年６月26日
その他利益
剰余金

 

　
２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)

１．報告セグメントごとの経常収益及び利益の金額に関する情報

（単位：百万円）

 
報告セグメント その他

合計
銀行業 リース業 計 （注）２

経常収益      

外部顧客に対する経常収益 5,154 640 5,794 28 5,822

セグメント間の内部経常収益 22 17 39 80 119

計 5,176 657 5,834 108 5,942

セグメント利益 769 30 800 34 834
 

（注）１．一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。

２．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、クレジットカード業であります。

２．報告セグメントの利益の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容(差異調整

に関する事項)

（単位：百万円）

利益 金額

報告セグメント計 800

「その他」の区分の利益 34

セグメント間取引消去 △5

四半期連結損益計算書の経常利益 829
 

　
３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

当第１四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日)

１．報告セグメントごとの経常収益及び利益の金額に関する情報

（単位：百万円）

 
報告セグメント その他

合計
銀行業 リース業 計 （注）２

経常収益      

外部顧客に対する経常収益 4,972 614 5,587 47 5,634

セグメント間の内部経常収益 22 2 25 105 131

計 4,995 617 5,613 152 5,766

セグメント利益 531 40 572 9 581
 

（注）１．一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。

２．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、クレジットカード業であります。
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２．報告セグメントの利益の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容(差異調整

に関する事項)

（単位：百万円）

利益 金額

報告セグメント計 572

「その他」の区分の利益 9

セグメント間取引消去 19

四半期連結損益計算書の経常利益 600
 

　
３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の

基礎は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日）

(1)１株当たり四半期純利益金額 円 65.39 46.87

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益 百万円 559 400

普通株主に帰属しない金額 百万円 ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益

百万円 559 400

普通株式の期中平均株式数 千株 8,552 8,554

(2)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益
金額

円 65.08 46.57

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額 百万円 ― ―

普通株式増加数 千株 41 54

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後
１株当たり四半期純利益金額の算定に含めな
かった潜在株式で、前連結会計年度末から重
要な変動があったものの概要

 該当事項はありません。 該当事項はありません。

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成29年８月９日

株式会社北日本銀行

取締役会　御中

 

北光監査法人
 

 

代表社員

業務執行社員
 公認会計士　　佐々木　政　徳　 　印

 

 

代表社員

業務執行社員
 公認会計士　　林　　　謙　志　　 印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社北日本

銀行の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成29年４月１日から

平成29年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について

四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社北日本銀行及び連結子会社の平成29年６月30日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

 

※１　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当行（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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